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 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/

上記３の問い合わせ先に同じ。
 入札説明書の交付方法 上記３の交付場
所にて交付する。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和２年１月８日12
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和２年２月
５日12時00分
 開札の日時及び場所 令和２年２月６日10
時00分 北海道開発局事業振興部機械課

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、上記及びのいずれの場合も、開
札日の前日までの間において、支出負担行為
担当官から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札又は入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ

れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」（平
成30年11月26日付官報）により随時受け付け
る。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hajime Satou, Director of

Development Administration Department,

Hokkaido Regional Development Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 1 set of Traveling Vehicle Ab‑

normality Detection System

 Delivery period : 27 March 2020

 Delivery place : The place specified by

the Obligating Officer

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

of the manufacture of product or sale

of product by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in Hokkaido region in the

fiscal year of 2019・2020・2021

 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
するものとする。
 納入期限 令和２年10月30日
 納入場所 南紀白浜空港庁舎（和歌山県西
牟婁郡白浜町）
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和01・02・03年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ等級
に格付けされた競争参加資格を有する者であ
ること（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

 have proven to have actually Produc‑

tion or Installation or Construction the

products concerned of the products with

performance similar to that of the prod‑

ucts concerned

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 8 January 2020

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 5 Feb‑

ruary 2020

 Contact point for the notice : Akihiro Ha‑

baguchi, Machinery Budget Section, Ma‑

chinery Division, Hokkaido Regional De‑

velopment Bureau, Nishi 2‑Chome, Kita 8‑

Jo, Kita‑ku, Sapporo, Hokkaido, 0608511,
Japan TEL 0117092311 ext. 5399

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年 12 月９日

支出負担行為担当官
大阪航空局長 梅野 修一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
〇阪空契第 1300 号（№1300）
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達物品及び数量

南紀白浜空港庁舎用125kVA発電装置（製
造・設置・調整）（電子入札対象案件）
 調達物品の特質等
・ディーゼル機関駆動交流発電装置（125
kVA）１台、自動操作盤１面、発電機盤
１面、電源自動切換盤１面、補機盤１面、

室内燃料タンク（900Ｌ １基）、地下燃料
タンク（3000Ｌ １基）、付属機器１式を
製造する。
・既設発電装置一式を撤去し、上記製造品の
設置・調整を行う。
・更新に際しては商用電源の停電に備えるた
め大阪空港事務所（大阪府豊中市）に保管
されている仮設発電装置（250kVA）、仮
設燃料タンク（900Ｌ）の搬出入・運搬・
設置を行う。
・撤去品については、受注者処分とする。
なお、詳細は仕様書による。
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